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第５回技術検討会 質問と回答一覧（暫定版）                             （令和４年３月 25日時点） 

No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

①-1 ALPS 

処理途上

水の確実

な二次処

理 

200m3/日で二次処理しても 1000m3 の処理に 5 日かかる。告

示濃度比総和が 1 を超えている貯水量 93 万 m3 を処理する

には年間稼働率 80％として 15.9年以上を要する。ALPS希釈

に当たっては二次処理が不要な ALPS 処理水を優先的に放出

するとしているが、5，6年後には二次処理が不要な処理水の

放出は終わる。また、63核種の分析に 2ヶ月かかっており、

二次処理、攪拌・分析・放出までを見通した計画を立てて問

題ないかを早期に精査してスムーズに進むようにして欲し

い。処理順等の詳細検討し、全体の処理、放出計画を立てた

ら別途説明願いたい。 

既設 ALPS、増設 ALPS は各 3 系統あり、1 系統あたり 150m3/日

～250m3/日の処理能力（フィルタの圧損によって処理量を変動）

を有しており二次処理が処理の律速になることはない。 

放出開始当初は日々発生の汚染水、告示濃度比総和 1 未満の水

から処理し、汚染していないタンクが確保できたら二次処理を

行っていく。具体的な計画は、将来施設の検討状況等を踏まえ

てからとなるが、計画が定まり次第説明をさせて頂く。 

なお、二次処理が不要な水を処理したのちは、日々発生の汚染

水と二次処理を並行して実施する。 

また、63核種の分析については現状 2か月だが、二次処理性能

試験では 1.5か月で終了しており、今後さらなる短縮（1か月）

を目指していく。 

①-2 ALPS 

処理途上

水の確実

な二次処

理 

62核種の選定は ALPS設置時の滞留水中に含まれる核種等の

旧知見から想定されたものであり、その後 R/Bの滞留水から

高濃度のα核種等が確認されている等廃炉作業の進捗に伴

い ALPS 除去対象核種の見直し検討が必要と思われる。ALPS

処理水を環境へ放出するに当たり、廃止措置や埋設施設の知

見を踏まえ改めて徹底検証して、放出前に確認する必要があ

る核種を選定することをきちんと検討すべき。また、放出前

に確認する必要がある核種が新たに選定された場合に、その

核種分析作業が追加されたことによる放出スケジュールや

環境影響評価結果への影響(有無)について説明いただきた

い。 

ALPS除去対象核種の選定は、滞留水中に告示濃度比で 1/100以

上存在していると評価した核種から選定したものだが、ALPS処

理水を環境へ放出するに当たり、廃止措置や埋設施設の知見を

踏まえ改めて徹底検証して、放出前に確認する必要がある核種

を選定することとしている。 

また、放出前に確認する必要がある核種が新たに選定された場

合も踏まえ、現在、事前に可能性がある核種について社外機関

による分析も進めており、その他の核種分析作業が追加された

ことによる放出スケジュールについて影響がないように努めて

いる。 

また、環境影響評価結果への影響(有無)についても選定された

核種に応じて、必要があれば影響評価を実施する。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

①-3 ALPS 

処理途上

水の確実

な二次処

理 

既設 ALPS2021.11.29申請、2022.3頃終了証受領予定、高性

能 ALPS は使用前検査時期は 2023 年度以降となるとしてい

るが、使用前検査を終了していない ALPS を運用するのは好

ましくない。早急に必要な手続きを完了する様に努めるべ

き。 

高性能 ALPSについては 2月以降、性能を確認する運転を実施し

ており、その中で必要なデータを取得したのち、本格運転に係

る実施計画変更申請を行う。 

①-4 ALPS 

処理途上

水の確実

な二次処

理 

トラブル由来の処理水の２次処理について、クロスフローフ

ィルタで除去可能であるとしているが、トラブル由来の処理

水放射線量が高いため、基準値以下に確実に除去できること

を実証データで示していただきたい。 

現時点で実証データは有していない。 

トラブル由来の処理途上水は、炭酸塩沈殿処理したアルカリ性

の炭酸塩スラリーがクロスフローの破損により透過して吸着塔

側に流れ、さらに中性領域により再度 Srとして水に溶解したも

のである。 

Sr-90 の濃度は 107Bq/L 程度だが、ALPS は Sr-90 の濃度として

108Bq/L のものを処理できる能力として設計されており、トラ

ブル由来の水の処理も可能である。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

②-1 

移送設

備・稀

釈設備 

希釈・放

出管理 

トリチウムの濃度を監視制御装置に登録し ALPS 処理水の流

量と海水流量によりリアルタイムで濃度を評価し確認する。

この際に、希釈後の濃度を予め設定し,ALPS処理水流量を制

御するとしているが、トリチウムの濃度と海水ポンプ運転台

数／海水流量に基づいて希釈後の濃度を設定する考え方と

それを監視制御装置に入力する方法（希釈後の濃度設定する

際の誤設定（HE）防止対策含む）について説明のこと。また、

希釈後の濃度設定の手順と ALPS 処理水の流量と海水流量に

よりリアルタイムで濃度評価した値を監視することを、移送

設備・希釈設備の運転手順書に反映して、その手順書に基づ

いて運転するように徹底のこと。 

ALPS処理水流量は、海水希釈後のトリチウム濃度の算出式より

変換した式にて算出し、ALPS処理水流量調整弁の開度を調整す

る。 

ALPS処理水流量調整弁の開度調整では、海水希釈後のトリチウ

ム濃度の運用値（1,500Bq/㍑に余裕を見て設定）を設定した上

で、算出される ALPS処理水流量（運用値）と実際の指示値との

差を確認しつつ、流量調整弁の開度調整をする。評価の中では、

流量では計器誤差を、ALPS処理水のトリチウム濃度では分析の

不確かさを考慮し、安全側の測定値を使用して算出する 。 

制御装置への入力は事前に行うが、誰もが操作できないようパ

スワード管理とするとともに、1500Bq/L以上を入力したときは

システムが受け付けない。 

監視項目等は運転手順書に反映する。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-1 
移送設

備 

設備機器

の詳細設

計 

ＡＬＰＳ処理水移送ポンプの容量が１台あたり３０ｍ３/h

となっているが、通常は１５０ｍ３～３００ｍ３、最大でも

５００ｍ３（まれな運用）となっており、計画されているポ

ンプ容量は、オーバースペックではないか。調整弁の不具合

（開度大きくなる）を想定すると可能な限り、容量の小さい

ポンプを選定するべきではないか。 

年間の ALPS処理水の放出量は日平均として 300m3/日となるが、

ALPS 処理水移送設備の年間稼働率としては、タンク 1 群（約

10000m3）の受入工程で 20日程度、分析工程で 1～2か月、移送

工程で 20日程度であり、年間の稼働率が高い訳ではない。その

ため、最大 500m3/日程度の容量は必要と考えている。 

⑩-2 
移送設

備 

設備機器

の詳細設

計 

移送設備に設置する放射線検出器を設置するという計画に

なっているが、主要７核種の一つであるストロンチウムを測

定することができない。Cs137の検出下限も告示濃度と同じ

オーダーであり、予期せぬ形で移送されてくるのを検知する

という機能を満足できるかにも不安が残る。放射線検出器

は、粒子状の放射性物質が混入する万が一の事態に備えて設

置するものと説明があったが、粒子状の放射性物質を検知す

るための方法として放射線測定に拘らず、他の方法も検討し

たほうが良いのではないか。 

基本的には、測定・確認用タンクにて循環ポンプ、攪拌装置によ

り均一にした後、サンプルラインから水を採取して、粒子状を

含めた放射性物質の測定を行い、告示濃度比総和 1 未満である

ことを確認する。 

そのため、放射線検出器が動作することは基本的にないと考え

ているが、万が一の事態に備えて放射線検出器を設けたもので

ある。 

なお、ALPSは粒子状の放射性物質をクロスフローフィルタで除

去している。 

⑩-3 
稀釈設

備 

設備機器

の詳細設

計 

5 号機取水槽を使用して ALPS 処理水希釈設備の海水移送ポ

ンプを設置するとしているが、取水槽の設計、整備工事、海

水ポンプ及び付帯設備の設計、配置、海生物対策・貝殻除去

設備の設置等の考え方について説明のこと。 

5 号機の取水口は従来砂の堆砂等を考慮して適宜整備を行って

いる。海水移送ポンプについては、実施計画の認可、事前了解以

降、設置を行う。海生物対策・貝殻除去設備の設置については、

関係個所との協議のうえ、設置の有無について検討する。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-4 
稀釈設

備 

設備機器

の詳細設

計 

希釈に使う海水の濃度は、環境(外洋海水濃度)と同じレベル

でないといけない。港湾内の海水モニタリングの結果海水中

のセシウム濃度は１Bq/L を超えていることを考えると、生

物濃縮が心配される。港湾内の汚染された海水をわざわざ沖

合に放出しているという風評に繋がりかねないので、取水に

当たっては十分配慮してとの委員の御意見も出ている。希釈

海水の取水においては港湾内の放射性物質を流入、混入させ

ないように最大限の処置や配慮をしていただきたい。 

希釈水の取水量は、これまでの 5/6 号機補機冷却取水に比べて

大きくなるが、仕切堤構築により、1-4号機側の港湾内からの放

射性物質濃度の比較的高い海水の引き込みを抑制できると考え

ております。仕切堤構築により、これまでシルトフェンスによ

り防止してきた 1-4 号側の港湾内からの持込み土砂が抑制され

ることから、5/6 号機取水口への土砂堆積による希釈用海水の

放射性物質濃度上昇リスクが抑制できること。また、希釈用海

水として、より放射性物質濃度が低い海水を港湾外から取水で

きることを踏まえ、仕切堤構築を実施することで、港湾内海水

放射性物質の ALPS 処理水の希釈用海水への移行抑制対策と考

えております。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-5 
放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

第５回検討会【資料 1】111 ページの図中に描かれている細

い青線やピンク線，赤線の意味は何か説明すること．また，

図中の「粗砂・礫」は，岩盤ではなく現海底堆積物のように

描かれており，ボーリング結果と合わないのではないか？さ

らに，「既往の海上音波探査と整合」すると説明しているが，

放水口付近には 3～4 本の細い青線が描かれており，それら

と第５回検討会【資料 1】106 ページの「想定地質断面図」

との関係が合っていない（とくに最下部の青線）．3本のボー

リング調査を「詳細調査」と位置付けるならば，ボーリング

結果と海上音波探査の結果が整合していることを資料を追

加して説明すること． 

第５回検討会【資料 1】111頁は、過去に実施した海上音波探査

の結果と今回のボーリングの岩盤比較したものであり、細い青

線は、周辺付近の岩盤の想定ラインを記載しており、ピンク線

は、岩盤がでてきたところを記載しております（潜水調査で確

認），赤線は、細い青線を包落して説明用に追記したものです。 

海上音波探査は、反射波で判定するため、海底面付近は判断が

難しく、海上音波探査時には「粗砂・礫」と安全側に判断したも

のであり、今回のボーリング結果で岩盤と判断できております。

つまり海上音波探査で表層が砂等と判断していた堆積層は、想

定よりも薄いことが確認されたということであり、放水トンネ

ルにとっては安全側の評価となっております。また放水口付近

には 3～4 本の細い青線は、周辺付近の岩盤の想定ラインであ

り、今回設置する放水口とは関係ありません。また潜水調査で

岩礁帯を確認しており、かつ今回のボーリング結果で岩盤であ

ることを確認しました。最終的には海上掘削工事で確認するこ

とになります。 

当社としては、表層付近の海底地形を確認することが今回のボ

ーリング調査の目的ではなく、あくまでも放水設備を安全に施

工するために放水トンネルや放水口ケーソン下端レベルから 1D

を目安の調査深度を定め、その付近が砂岩と泥岩の互層から成

る地層(富岡層 T3部層)構成であることが確認され、それが既往

の海上音波探査と整合したと判断し、放水トンネルを構築する

際には安全に施工できると判断したものでございます。既往の

海上音波探査結果だけで設計を進めておらず、ひとつの知見と

して活用したものとご理解頂ければ幸いでございます。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-6 
放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

「塩害の照査」において，鉄筋位置における塩化物イオン濃

度を覆工板（発進部）で 1.97kg/m3，覆工板（最深部）で

2.16kg/m3などと設定しているが，その根拠は何か？海水が

浸透したとすると，塩化物イオン濃度はその 10 倍程度に上

昇すると想定されるが，鉄筋腐食発生限界濃度を超えるので

はないか？ 

鉄筋位置における塩化物イオン濃度は、コンクリート標準示方

書（設計編：2017年制定）に従って算出しており、今回の算出

方法が特別ではなく、国内のコンクリート構造物はこの方法に

準拠して計算しております。コンクリートの配合や鉄筋のかぶ

り（コンクリート表面と鉄筋の距離）によって、塩化物イオンの

浸透度合いが異なり、鉄筋腐食発生限界濃度を上回らないよう

に、セグメントの設計を実施しています。なお、塩害の照査にお

いては、鉄筋が負担する応力も関係することから、水深が深い

最深部の方が構造的に厳しい条件であるため、最深部の方が塩

化物イオン濃度の数値が大きくなっております。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-7 
放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

①放水立坑（下流側）のトンネル接続部の構造設計（補強の

有無、強度評価）について説明のこと。②放水立坑（上流側）

の応力度照査結果（資料１の 40 頁）にて底板及び側壁のせ

ん断力の評価が作用応力が許容応力を超過しているが、せん

断補強筋を配筋して耐力を強化した設計と評価結果を示し

て説明すること。 

１）放水立坑（下流側）のトンネル接続部の構造設計については

詳細に地震時の検討を行うために 2 次元 FEM 解析を用い、放水

トンネル軸直角方向および放水トンネル軸方向における接続部

の相対変位Δを算出し、放水トンネルと、下流水槽および放水

口ケーソンを繋ぐ接続ボルトは、変位差に抵抗するためのせん

断力 S および引張力 P が生じるため、この各々の力により接続

ボルトが破壊しないことを確認しております。 

地震時のトンネル軸直角方向の照査結果：０．３５＜１ 

地震時のトンネル軸方向の照査結果：０．０７～０．４０＜１ 

２）コンクリートに作用するせん断力が許容応力を超過するが、

超過分に対してはせん断補強筋を配筋することで、せん断耐力

を確保する。評価方法としては、せん断補強筋が負担するせん

断力を鉄筋の必要断面積に換算し、配置するせん断補強筋の総

断面積が鉄筋の必要断面積を確保していることを確認する。下

表の通り、総断面積が必要断面積を上回ることを確認した。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-8 
放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

放水口の位置（第 5 回技術検討会【資料１】の 50 頁）と地

質調査データ①のボーリング調査位置(第 5 回技術検討会

【資料１】の 51頁)は一致しているか。 

資料１の 107 頁を見ると放水口は砂岩に設置されて泥岩に

設置されていない。106頁の断面図と一致しないのではない

か。説明願いたい。 

放水口の位置（第 5回技術検討会【資料１】の 50頁）と地質調

査データ①のボーリング調査位置(第 5回技術検討会【資料１】

の 51 頁)は一致しております。放水口は４０ｍ×４０ｍ四方に

海上掘削する予定であり、その範囲で地質調査①は実施してお

ります。 

また資料１の 106 頁、107 頁とも泥岩と砂岩の互層を記載して

おり、想定地質断面図と柱状図は一致しております。放水口ケ

ーソン全体（海底部まで含めて）は砂岩と泥岩の中に設置する

ことは 106頁、107頁で示す通りです。 

⑩-9 
放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

耐久性の照査の精度・信頼性についてです。例えば p28の”

ひび割れ幅：側面”では、 

   発生曲げひび割れ幅（mm） 0.25 

   許容曲げひび割れ幅（mm） 0.27 

   発生／許容  0.93 

とありますが、発生、許容値はどのように計算され、それら

の精度、確度はどのように見積もられているのでしょうか？

また両者の比 0.93は通常良しとされている値でしょうか？ 

コンクリート標準示方書（設計編：2017年制定）トンネル標準

示方書〔共通編〕・同解説/〔シールド工法編〕・同解説（2016 年

制定）（公社）土木学会等に基づき計算しており、発生曲げひび

割れ幅、   許容曲げひび割れ幅各々も精度、信頼性とも、コ

ンクリート構造物としては十分信頼性は高いと考えておりま

す。また耐久性の照査は、構造物の特徴に応じて両者の比の大

きさは異なります。特にトンネルのセグメント構造物のように、

鉄筋のかぶりを大きくすると施工時（運搬時、据付時）にセグメ

ントの重量が大きくなることやセグメントの割れ等で不具合も

発生しますので、応力度の照査とバランスも考えて、鉄筋のか

ぶりを設定しております。今回その結果、耐久性の照査で 0.93

ということになっております。つまり耐久性の照査では、通常

1.00を下回ればいいと判断しており、下回る数字の大小で判断

するものではありません。 
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No. 設備 カテゴリ 質問 回答 

⑩-

10 

放水設

備 

設備機器

の詳細設

計 

塩害の照査（第 5回技術検討会【資料１】p43,70,88）では、

鉄筋位置における塩化物イオンン濃度と鉄筋腐食発生限界

濃度（最大部位）での比が 0.90～0.98 と見積もられていま

すが、これらの精度、確度はどうなのでしょうか？さらに、

これで（安全と）よしとするのでしょうか？ 

耐久性の詳細は、【ひび割れ幅の照査】、【塩害の照査】で実施し

ておりますが、上記の回答の通り、コンクリート標準示方書（設

計編：2017年制定）トンネル標準示方書〔共通編〕・同解説/〔シ

ールド工法編〕・同解説（2016 年制定）（公社）土木学会等に基

づき計算しており、発生曲げひび割れ幅、許容曲げひび割れ幅

各々も精度、信頼性とも、コンクリート構造物としては十分信

頼性は高いと考えております。耐久性の照査は、構造物の特徴

に応じて両者の比の大きさは異なりますので、応力度の照査と

バランスも考えて検討しております。耐久性の照査では、通常

1.00を下回ればいいと判断しており、下回る数字の大小で判断

するものではありません。 

-1 全体 その他 

意図しない形でのＡＬＰＳ処理水の海洋放出をさせないた

めに様々なインターロックを備えているが、これらが正常に

作動するかどうかについて、使用前検査の対象となっていな

いのはどうしてか。例えば、緊急遮断弁が動作するかについ

て、重要な安全対策の一つと考えるため使用前検査の項目と

するべきではないか 

「意図しない形での ALPS処理水の海洋放出」は、実施計画申請

後、原子力規制庁殿より異常事象の評価を主要な論点として挙

げられたことから、審査の中で追加に検討したものである。 

これらの抽出の結果を踏まえ、必要に応じて使用前検査項目と

して設定する。 

-2 
放水設

備 
その他 

トンネル掘削とともに発生した残土はどのように処理され

るのでしょうか。構外へ搬出されるのでしょうか。 

構内の土捨場にダンプトラックにて運搬します。構外には搬出

いたしません。 

 


